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とがわかった。一方で、交差点流入部については、

非危険事象が概ね7割含まれることがわかった。図-

4は、交差点流入部において、前後加速度別に危険事

象・非危険事象の割合を示したものである。この図

からは、交差点流入部では、前後加速度が-0.6G以下

であれば、約8割が危険事象であると見極められる一

方で、前後加速度が-0.25G～0.6Gの範囲では、約4～

6割の非危険事象が含まれることがわかる。このため、

今後は、停止線の有無や車線数などの道路構造から

危険事象の見極め方法を開発する予定である。 

 

３．ETC2.0可搬型路側機の効果的な活用に向けた研究 

ETC2.0プローブ情報は、主に高速道路や直轄国道

上に設置された路側機を、専用の車載器を搭載した

車両が通過することでデータが収集される。このデ

ータには、車両の位置や時刻、走行速度等を記録す

る「走行履歴データ」と、前後加速度や左右加速度

等を記録する「挙動履歴データ」とがある。しかし、

現状の路側機の配備状況では、路側機までの距離が

遠いエリアでは、蓄積容量の関係もあり、分析に必

要な挙動履歴データが収集できていないことがある。 

そこで、本研究では、図-5に示すような可搬型路

側機を一時的に設置することで、必要なデータ取得

が可能になると考え、実際に可搬型路側機が設置さ

れたエリアを対象とし、その設置効果を分析した。 

 具体的には、走行履歴データと挙動履歴データに

ついて、50mメッシュ単位でカーネル密度推定を実施

してそれぞれの密度推定値を求め、50mメッシュ単位

で得られたそれぞれの値から「走行履歴密度推定値

あたりの挙動履歴密度推定値」算出した。この値を

設置前後で比較したものを図-6に示す。可搬型路側

機の設置後、対象エリアにおいて挙動履歴密度推定

値の比率が高くなっていることがわかる。すなわち、

可搬型路側機を設置することで、これまで取得でき

ていなかった挙動履歴データが新たに取得できてい

ることが示されている。また、設置前の段階で、こ

のような密度推定による分析を広域に行うことで、

挙動履歴密度推定値の比率が相対的に低い地域が明

らかとなり、可搬型路側機の効果的な設置エリアの

検討が容易となる。今後は、効率的な設置箇所や方

法、必要なサンプル数確保のための設置期間等につ

いて、詳細な検討を進めていく予定である。 

 

４．おわりに 

引き続き、ETC2.0プローブ情報の「質」と「量」

の面で分析上の工夫を図り、全国の交通安全対策の

立案や評価等への活用を進めていく所存である。 

☞詳細情報はこちら 

道路交通安全研究室ＨＰ 

http://www.nilim.go.jp/lab/geg/index.htm 
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図-4 交差点流入部における前後加速度別の危険事象・

非危険事象の割合 
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図-5 ETC2.0可搬型路側機（一時的な設置が可能） 

図-6 走行履歴密度推定値あたりの挙動履歴密度

推定値（可搬型路側機設置前後の比較） 
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１． はじめに 

国土交通省では、道路の防災能力の向上、安全で

快適な通行空間の確保、良好な景観の形成や観光振

興等の観点から無電柱化に取り組んできている。平

成30年台風21号（図-1）、令和元年台風15号等にお

ける電柱倒壊の発生を受けて、無電柱化推進への機

運がさらに高まってきている。 

  

図-1 平成30年台風21号による電柱倒壊 

 

しかし欧米の主要都市では無電柱化が概成してい

るのに対し、日本の無電柱化率は低く、後れをとっ

ている現状である（図-2）。平成28年12月には「無

電柱化の推進に関する法律」が公布・施行され、平

成31年3月には「道路の無電柱化低コスト手法導入の

手引き(案)-Ver.2-」が発出され、より一層の無電柱

化の推進が期待されている。 

一方、無電柱化が進まない主な原因は、コストが

高いことに加え、電線管理者との調整や地上機器（ト

ランス）の設置等の地元調整が困難なこと、道路幅

が狭いことなどが挙げられる。無電柱化事業のスピ

ードアップのためには、施工の効率化・迅速化のほ

か、地域や関係事業者との合意形成の促進により、

計画段階から施工段階までの円滑化が必要である。 

本稿では、施工の迅速化および合意形成の円滑化

のための調査・研究を紹介する。 

【欧米やアジアの主要都市と日本の無電柱化の現状】
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※１ ロンドン、パリは海外電力調査会調べによる2004年の状況（ケーブル延長ベース）
※２ 香港は国際建設技術協会調べによる2004年の状況(ケーブル延長ベース)
※３ シンガポールは『POWER QUALITY INITIATIVES IN SINGAPORE, CIRED2001,

Singapore, 2001』による2001年の状況(ケーブル延長ベース)
※４ 台北は台北市道路管線情報センター資料による台北市区の2015年の状況（ケーブル延長ベース）
※５ ソウルは韓国電力統計2017による2017年の状況(ケーブル延長ベース)
※６ 日本は国土交通省調べによる2017年度末の状況(道路延長ベース)

 
※1 ロンドン、パリは海外電力調査会調べによる2004年の状況 

※2 香港は国際建設技術協会調べによる2004年の状況 

※3 シンガポールは「POWER QUALITY INITIATIVES IN SINGAPORE, CIRED2001, 

Singapore, 2001」による2001年の状況 

※4 台北は台北市道路管理情報センターに資料による台北市区の2015年の

状況 

※5 ソウルは韓国電力統計2017による2017年の状況 

※1～※5はケーブル延長ベース 

※6 日本は国交省調べによる2017年度末の状況（道路延長ベース） 

 

図-2 各国主要都市と日本の無電柱化の現状 

 

２．施工の効率化に関する調査 

 従来実施されてきた無電柱化の構造である管路に

よる電線共同溝構造（図-3）及び低コスト手法とし

て導入が始まった小型ボックス活用埋設方式（図－

4）等の無電柱化の施工に係るコスト構造や技術的課

題を整理するため、小型ボックス活用埋設方式およ

び管路方式における施工実態把握調査を実施した。 

本調査では、建設機械の規格毎の稼働時間および

作業員等の職種毎の作業人数・作業時間等を計測し、

国土交通省「新土木工事積算大系 平成31年度改訂

版 工事工種体系ツリー」における細別（レベル４）

毎に分類し、整理した。その整理結果を用いて、積

算単価等に基づき直接工事費を積算および整理し、

稼働時間、作業時間等の短縮等により、コスト縮減

効果が高い工種を抽出することにより、今後施工の

効率化によるコスト低減の可能性がどの程度あるか
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を明らかにしていく予定である。 

 

図-3 電線共同溝イメージ図 

 

 

図-4 小型ボックス活用埋設方式イメージ図 

 

３． 合意形成の円滑化 

国総研では、無電柱化を担当する地方公共団体等

が事業を実施する際に参考となるよう、無電柱化事

業の計画・実施における合意形成の進め方に関する

手引きを作成することを目的として、学識経験者、

電線事業者等の無電柱化関係者から構成される委員

会において、平成31年3月から検討を行っている。 

本検討の中で、議論になった事項の１つとして地

上機器の設置場所選定が挙げられる。図-5に示すと

おり、地上機器は、道路上、民地、公有地（公園等）

等に設置することになるが、事業を進める上でのど

の段階で設置場所についての検討をすればよいか等

について、活発に議論が行われた。地上機器につい

ては、説明段階と実物を見たときでのギャップが大

きいことが多いため、事業の早い段階から模型等を

用いて説明しておくことが必要ではないか等の意見

が得られた。議論の結果を踏まえ、無電柱化事業の

フロー図を整理し、「無電柱化事業における合意形

成に係る技術ガイド（仮称）」にとりまとめる予定

である。 

 

［路上設置の例］ 

 

［民地利用の例］ 

 

［公有地（公園等）利用の例］ 

 

図-5 地上機器の設置場所例 

 

４．今後の予定 

施工の効率化に関する調査結果を引き続き分析し、

コスト構造を整理し、コスト縮減案を作成する予定

である。 

また、合意形成の円滑化に関しては、委員会にお

いてご意見をいただきながら検討した結果を「無電

柱化事業における合意形成に係る技術ガイド（仮

称）」に整理し、全国の地方公共団体の無電柱化担

当者へ配布する予定である。 

☞詳細情報はこちら 

1) 国土交通省 無電柱化の推進 

http://www.mlit.go.jp/road/road/traffic/chicyuka/ 
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